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Ⅰ 有効求人倍率の動き

1

１．有効求人倍率と正社員有効求人倍率の推移

２．受理地別・就業地別有効求人倍率の推移

（奈良県・近畿・全国）

３．受理地別・就業地別有効求人倍率の比較

（奈良県・近畿）

４．求人数・求職数の多い職種を除いた有効求人倍率

の比較 （平成２４年度、奈良県・近畿）



○有効求人倍率は、全般的に改善されてきている。奈良県は、平成24年度は横ばい傾向だったが平成25年度に入って再び

上昇に転じている。

○正社員有効求人倍率を見ると、21年度のような０．３倍を切る状況からは改善傾向にあり、最近になって奈良県でも０．５倍

を上回ってきた。

有効求人倍率と正社員有効求人倍率の推移（奈良県・近畿・全国）

出典：一般職業紹介状況（厚生労働省）
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有効求人倍率について

一般に公表されている数値は、「受理地別の有効求人倍率」＝一般に公表されている数値は、「受理地別の有効求人倍率」＝一般に公表されている数値は、「受理地別の有効求人倍率」＝一般に公表されている数値は、「受理地別の有効求人倍率」＝求人を受理したハローワークでカウント

奈良の有効求人倍率を奈良の有効求人倍率を奈良の有効求人倍率を奈良の有効求人倍率を引き下げる引き下げる引き下げる引き下げる影響影響影響影響
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例えば、奈良県民が大阪のハローワークに例えば、奈良県民が大阪のハローワークに例えば、奈良県民が大阪のハローワークに例えば、奈良県民が大阪のハローワークに

登録している場合は、大阪の求職数にカウント登録している場合は、大阪の求職数にカウント登録している場合は、大阪の求職数にカウント登録している場合は、大阪の求職数にカウント
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大阪　(1.05)全国計(1.03)京都　（1.00)和歌山(0.98)滋賀　(0.89)奈良　(0.87)兵庫　(0.81)
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2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 9101112 1 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 910H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

滋賀　(1.08)全国計(1.03)京都　（1.01)和歌山(1.01)奈良　(0.97)兵庫　(0.91)大阪　(0.91)

受理地別・就業地別有効求人倍率の推移（奈良県・近畿・全国）
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【出典】奈良労働局提供「受理地別有効求人倍率と就業地別有効求人倍率の比較」

受理地別有効求人倍率（原数値）

就業地別有効求人倍率（原数値）

( )内はH25.10の数値

( )内はH25.10の数値

通常公表されているのは

「受理地別」

求人における就業地を基に

試算したのが「就業地別」

○H25.10の有効求人倍率はH19並にまで回復している。

○奈良県の就業地別有効求人倍率は受理地別有効求人倍率よりも全国との差が小さい。

○大阪府の受理地別有効求人倍率は常に上位だが、就業地別有効求人倍率はH 21以降ほぼ最下位。



○大阪府以外の府県では「受理地別＜就業地別」となっており、本社・支社の多い大阪で求人が出されることが多いことを表していると考えられる。

○「受理地別」が近畿で最も高い大阪府は、「就業地別」で見ると近畿で最下位になる。

○滋賀県は「就業地別」になると特に高くなる。

○奈良県の「就業地別」は、0.97で近畿で4番目。

受理地別・就業地別有効求人倍率の比較（奈良県・近畿） 5

【出典】奈良労働局提供「受理地別有効求人倍率と就業地別有効求人倍率の比較（平成25年10月）」
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職種別の求人数が有効求人倍率に及ぼす影響

求人求職のミスマッチ（職業別常用求人・求職数の差　奈良県）平成２４年度計求人求職のミスマッチ（職業別常用求人・求職数の差　奈良県）平成２４年度計求人求職のミスマッチ（職業別常用求人・求職数の差　奈良県）平成２４年度計求人求職のミスマッチ（職業別常用求人・求職数の差　奈良県）平成２４年度計

-50,000-40,000-30,000-20,000-10,0000
10,00020,000

保健師、助産師、看護師
介護サービス接客・給仕飲食物調理保安生活衛生サービス

自動車運転社会福祉の専門的職業
医療技術者医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 

建築・土木・測量技術者
建設躯体工事土木保健医療サービス

その他の保健医療
建設（建設躯体工事除）

電気工事販売類似製品検査（金属除）
家庭生活支援サービス

農林漁業機械整備・修理
外勤事務製品検査（金属）

運輸・郵便事務
採掘包装船舶・航空機運転

鉄道運転機械検査生産設備制御・監視（金属）
生産設備制御・監視（機械組立）

生産設備制御・監視（金属除）
その他の技術者

清掃定置・建設機械運転
事務用機器操作

金属材料製造､金属加工､金属溶接･溶

その他の輸送管理的職業その他のサービス
生産関連・生産類似

運搬居住施設・ビル等の管理
生産関連事務開発技術者製造技術者美術家､デザイナー､写真家､映像撮影

その他専門的職業
機械組立情報処理・通信技術者

営業・販売関連事務
製品製造・加工処理（金属除）

会計事務営業商品販売その他の運搬・清掃・包装等
一般事務(人)

【求人倍率の高い職種】

職種別有効求人倍率が高い分野である福祉系の職種では求人は多くあるが求職者が少なく、求人数と求職者数の差を見ても福祉系が特に

プラスが大きく（求人に対して求職者数が少ないということ）、全体の求人倍率を押し上げている。→試算①試算①試算①試算①

【求人倍率の低い職種】

一般事務が突出してマイナスとなっているが、これは、一般事務を希望する求職者数自体が非常に多いということである。→試算②試算②試算②試算②

出典：奈良労働局調べ

「差」＝求人数－求職者数

＜参考＞常用求人求職（パート含）の動き

平成24年度 有効求人倍率0.67倍

有効求職者数延べ291,350人 有効求人数延べ196,577人

★差が大きい職種の求人求職が全くない場合を設定した有効求人倍率の試算

試算①1・2位の「保健師、助産師、看護師」「介護サービス」が無い場合＝０．５６倍

試算②最下位の「一般事務」が無い場合＝０．８０倍
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求人数・求職数の多い職種を除いた有効求人倍率の比較

（平成２４年度、奈良県・近畿府県）
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出典：各府県労働局調べ

○求人数の多い「保健師、助産師、看護師、介護サービス」を除くと有効求人倍率は下がり、特に奈良県では大きく下がる。

○求職者数の多い「一般事務」を除くと有効求人倍率は大きく上がるが、奈良県では上がり幅が小さい。

○「保健師、助産師、看護師、介護サービス」と「一般事務」の両方を除くと、奈良を除く近畿府県および全国では有効求人倍

率が上がるが、奈良県だけはわずかに下がり、最下位となる。

○奈良県では他府県よりも「保健師、助産師、看護師、介護サービス」の影響が強いことが伺える。全ての職種の有効求人倍率
0.74 0.73 0.67 0.63 0.620.760.76

0.50.60.7
0.80.91.0

和歌山県 京都府 全国 大阪府 奈良県 兵庫県 滋賀県

保健師、助産師、看護師、介護サービスを除く
0.69 0.68 0.550.560.560.660.670.50.60.7

0.80.91.0
京都府 全国 大阪府 和歌山県 滋賀県 奈良県 兵庫県一般事務を除く0.94 0.93 0.91 0.89 0.80 0.760.77

0.50.60.7
0.80.91.0

京都府 和歌山県 全国 大阪府 奈良県 兵庫県 滋賀県

一般事務、保健師、助産師、看護師、介護サービスを除く0.83 0.82 0.81 0.70 0.68 0.660.86
0.50.60.7
0.80.91.0

京都府 全国 和歌山県 大阪府 滋賀県 兵庫県 奈良県



Ⅱ 産業別賃金の全国との比較
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１．常用労働者１人平均月間給与（産業別・対全国比）

２．常用労働者１人平均月間給与（産業別・都道府県別）

３．月間給与 運輸・通信業の内訳

４．不動産業,物品賃貸業の従業者割合と売上

５．月間給与 卸売業,小売業の内訳（男女計）



0.840.840.840.84 0.950.950.950.95 0.890.890.890.89
1.011.011.011.010.870.870.870.870.730.730.730.730.960.960.960.96

0.750.750.750.750.900.900.900.90
0.00.20.40.60.81.01.2調査産業計 建設業

製造業
電気・ガス・熱供給・水道業運輸・通信業(郵便、通信サービスを含む）卸売・小売業，飲食店

金融業,保険業
不動産業,物品賃貸業

サービス業(郵便、通信サービス、物品賃貸業を除く)0.970.970.970.97 1.051.051.051.05
0.940.940.940.94

0.850.850.850.85
0.980.980.980.980.830.830.830.830.990.990.990.99

1.131.131.131.13 1.051.051.051.05
0.00.20.40.60.81.01.2調査産業計 建設業

製造業
電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業卸売・小売業，飲食店
金融業,保険業
不動産業

サービス業

○奈良県の平成14年平均は「不動産業」で全国を上回っており、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「卸売・小売業，飲食店」で全国を下回ってい

るが、全体的には全国と同水準。

○奈良県の平成25年5月では「電気・ガス・熱供給・水道業」 が全国並みになっているが、「卸売・小売業、飲食店」と「不動産業,物品賃貸業」

が大きく下回り、「運輸・通信業」など他の産業においても比率が下がっている。

常用労働者１人平均月間給与（産業別・対全国比・男女計）

出典：毎月勤労統計

プロットは全国の常用労働者１人

平均月間給与額を１とした場合の

奈良県の値
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平成14年平均 平成25年5月

※Ｈ14とＨ25では産業分類が異なっており、かつ、統計データの中に中分類でのデータが一部しかないため、Ｈ１４の分類にあわせて組み替えることが出来ない項目がある。Ｈ１４ではサービス業に分類されていた郵便、通信サービスは、Ｈ２５では「運輸・通信業」に含まれている。また、物品賃貸業もＨ１４ではサービス業に含まれていたが、Ｈ２５では「不動産業,物品賃貸業」となっており、中分類のデータがないため分離・組み替えすることはできない。 は平成14年からの変化が

大きかった産業

は全国よりも大幅に給与額

が低い産業

※

※

※



運輸・通信業(郵便、通信サービスを含む)
050000100000150000200000250000300000350000400000450000
東京大阪神奈川全国宮城香川愛知兵庫三重岡山千葉滋賀石川富山広島福岡静岡山口奈良京都群馬岐阜茨城岩手徳島福島鳥取北海道栃木山梨埼玉福井山形高知青森熊本愛媛新潟宮崎大分秋田島根鹿児島沖縄佐賀長崎卸売・小売業, 飲食店

050000100000150000200000250000300000
東京 大阪 全国 福島 山形 静岡 岩手 宮城 新潟 埼玉 山梨 熊本 滋賀 鳥取 秋田 沖縄 長崎 奈良 群馬

○「運輸・通信業」は東京が突出しており、そのため、全国平均の値も高くなっている。東京に集中している「情報通信業」の高い給与水準が

大きく影響していると考えられる。 奈良県の「運輸・通信業」は全国平均よりも低いが、中央値よりやや高い。

○「不動産業,物品賃貸業」は収益率の高い貸しビル業等が多いと思われる都市部で給与が高い傾向がある。

○奈良県の「卸売業,小売業」の給与は全国で下位にある。給与水準の高い「卸売業」が少なく、常用労働者のパート率が高いことによると思

われる。 （パート率：奈良県58.0%、全国41.7%）

常用労働者１人平均月間給与（産業別・都道府県別）全国との差・要因分析①

出典：毎月勤労統計
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卸売業,小売業
050000100000150000200000250000300000350000
東京大阪福岡全国香川福井愛知福島静岡石川徳島広島兵庫長野群馬山口神奈川三重栃木山梨宮城富山茨城山形北海道愛媛新潟埼玉高知島根岩手千葉佐賀青森京都滋賀大分岡山熊本岐阜鹿児島宮崎沖縄鳥取秋田奈良長崎

※各都道府県で公表データの範囲が異なるため、取得可能なデータで構成 不動産業,物品賃貸業(当該分類の従業者4500人以上の都道府県のみ)
050000100000150000200000250000300000350000

東京 神奈川 愛知 宮城 大阪 全国 千葉 埼玉 京都 静岡 熊本 兵庫 福岡 新潟 北海道 栃木 奈良 沖縄 富山 岐阜 茨城 広島



○情報通信業の給与は運輸・郵便業よりも高く（上の２図）、東京では本社機能の集積などでその傾向が顕著で、情報通信業従事者の割合が

非常に高いこととあわせて、運輸・通信業で、東京の給与額が突出して高くなっている。

○東京の影響で全国平均が高いこと、奈良県は情報通信業の割合が非常に低いことが、運輸・通信業での全国との差の要因と考えられる。

月間給与 運輸・通信業の内訳（男女計）全国との差・要因分析②

出典：毎月勤労統計
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運輸・通信業にしめる情報通信業従事者の割合

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%

東京大阪神奈川全国沖縄石川群馬宮城愛知福岡山梨京都岩手富山熊本高知福井北海道鳥取宮崎茨城香川岡山広島徳島静岡大分島根長崎鹿児島新潟愛媛兵庫佐賀青森岐阜秋田三重山形千葉奈良福島埼玉栃木山口滋賀

情報通信業一人平均月間給与

050000100000150000200000250000300000350000400000450000

東京全国兵庫富山愛知大阪神奈川香川熊本秋田宮城石川青森徳島山梨岡山北海道千葉栃木鹿児島愛媛広島山形岐阜新潟山口福岡埼玉滋賀長野宮崎高知大分三重福井京都奈良群馬岩手茨城島根福島沖縄静岡鳥取佐賀長崎

運輸業,郵便業一人平均月間給与

050000100000150000200000250000300000350000400000450000

東京神奈大阪三重香川宮城全国兵庫滋賀千葉静岡岡山愛知山口奈良広島京都岐阜群馬福岡茨城福島岩手鳥取富山石川栃木徳島埼玉北海山形福井青森高知愛媛新潟大分山梨宮崎秋田熊本島根佐賀鹿児長崎沖縄

※各都道府県で公表データの範囲が異なるため、取得可能なデータで構成



○「不動産業,物品賃貸業」に従事者の大部分は「不動産業」従事者。

○取引額が高く、貸しビル業等の収益が高い事業が多い都市部で一人当たり売上額が高い。

○一人当たり売上額が概ね平均給与額に反映されており、その点が全国と奈良県の給与の差と要因と考えられる。

不動産業,物品賃貸業の従業者割合と売上（男女計）全国との差・要因分析③

出典：H24経済センサス
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※各都道府県で公表データの範囲が異なるため、取得可能なデータで構成不動産業，物品賃貸業に占める不動産業従事者の割合

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%90.0%

大阪神奈川東京和歌山京都兵庫埼玉奈良群馬全国三重広島栃木静岡山梨愛媛千葉徳島福岡愛知北海道長野滋賀岐阜香川長崎宮城茨城福島岡山青森熊本沖縄高知石川大分山形島根山口岩手福井佐賀鳥取新潟富山宮崎秋田鹿児島不動産業，物品賃貸業の１人当たり売上

01,0002,0003,0004,0005,0006,000

東京都大阪府愛知県全国神奈川県福岡県宮城県埼玉県千葉県兵庫県石川県広島県富山県静岡県岡山県新潟県滋賀県北海道京都府三重県茨城県香川県福井県栃木県宮崎県奈良県岐阜県岩手県熊本県長野県鳥取県愛媛県秋田県青森県福島県高知県群馬県山口県島根県沖縄県鹿児島県山梨県徳島県大分県山形県佐賀県長崎県和歌山県

(万円）



○「卸売業」の給与は「小売業」の給与よりも倍程度高い。「卸売業」には、東京、大阪の商社の本社機能が含まれること、「小売業」のパート率

が高いことを反映している。

○奈良県は「卸売業」、「小売業」ともにパート率が全国よりも高く、且つ、「卸売業,小売業」にしめる「卸売業」従事者の割合が低いため、「卸売

業,小売業」の給与額が全国よりも低くなっている。

月間給与 卸売業,小売業の内訳（男女計）全国との差・要因分析④

出典：毎月勤労統計
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卸売業,小売業にしめる卸売業従事者の割合

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%

東京 大阪 愛知 全国 宮城 福井 山形 新潟 静岡 埼玉 鳥取 岩手 佐賀 長崎 群馬 沖縄 福島 山梨 茨城 熊本 秋田 滋賀 奈良

卸売業一人平均月間給与
050,000100,000150,000200,000250,000300,000350,000400,000450,000

東京 大阪 全国 群馬 静岡 福井 熊本 埼玉 愛知 福島 宮城 沖縄 茨城 山口 山形 山梨 新潟 滋賀 奈良 秋田 岩手 鹿児島 鳥取 長崎 佐賀

小売業一人平均月間給与
050,000100,000150,000200,000250,000300,000350,000400,000450,000

東京 福島 山梨 福井 大阪 全国 岩手 静岡 佐賀 山口 滋賀 茨城 新潟 群馬 愛知 山形 鹿児島 秋田 宮城 埼玉 鳥取 奈良 熊本 長崎 沖縄

※各都道府県で公表データの範囲が異なるため、取得可能なデータで構成卸売業パート率
0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%

滋賀 奈良 埼玉 岩手 佐賀 山梨 茨城 新潟 静岡 長崎 秋田 愛知 全国 鳥取 福島 熊本 山形 東京 沖縄 宮城 群馬 福井
小売業パート率

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%
埼玉 愛知 奈良 沖縄 滋賀 長崎 茨城 静岡 群馬 宮城 全国 山梨 福井 鳥取 新潟 熊本 秋田 山形 佐賀 東京 岩手 福島



Ⅲ 若年者の非正規率の全国との比較
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１．若年者非正規率の変化（奈良県）

２．15～24歳の『学生を除く有業者』の雇用形態

（奈良県・全国）

３．15～24歳雇用者に占める『学生ではない非正規

雇用者』の割合



１５～２４歳
48.2%51.7%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%
富山福井岡山香川愛媛山口石川宮崎群馬新潟山形静岡岩手島根長野福島佐賀三重岐阜秋田山梨栃木愛知長崎和歌山鳥取鹿児島青森大分徳島熊本全国滋賀宮城広島茨城兵庫福岡高知奈良北海道千葉神奈川大阪東京埼玉京都沖縄 ２５～３４歳

26.5%30.1%0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%
富山山口福井愛知神奈川新潟香川岡山愛媛鹿児島大分埼玉長野群馬佐賀岐阜滋賀島根徳島茨城鳥取秋田東京三重全国栃木石川静岡長崎山梨宮崎広島和歌山熊本兵庫岩手福島山形北海道大阪福岡高知千葉青森宮城京都奈良沖縄

１５～２４歳
50.0%59.4%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%
山形福井三重秋田山口福島新潟島根静岡佐賀富山愛媛岐阜大分岩手鳥取香川長野群馬長崎鹿児島宮崎栃木岡山和歌山青森愛知広島茨城高知徳島石川熊本滋賀全国山梨兵庫宮城大阪福岡北海道神奈川千葉東京埼玉奈良京都沖縄 ２５～３４歳

28.6%28.9%0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%
富山福井大分岐阜神奈川山口長野滋賀愛媛愛知石川広島新潟三重香川徳島兵庫東京静岡島根埼玉秋田福島長崎全国佐賀栃木奈良鳥取岡山山形和歌山宮崎茨城千葉山梨群馬大阪熊本高知鹿児島宮城京都福岡北海道青森岩手沖縄

○15～24歳における非正規率は上昇しているが、25～34歳での非正規率は低下しており、全国並となっている。

○15～24歳での非正規雇用者のうち、パート・アルバイト割合は82.4％。(全国：83.0％)

若年者非正規率の変化（奈良県）

出典：H19就業構造基本調査 出典：H24就業構造基本調査

H19就業構造基本調査 H24就業構造基本調査

奈良H19 非正規計 パート アルバイト派遣社員 契約社員 嘱　　託 そ の 他15～24歳 32,300 3,600 23,000 1,600 2,800 100 1,20025～34歳 38,500 12,400 9,300 5,700 6,000 1,500 3,600

奈良H24 非正規計 パート アルバイト派遣社員 契約社員 嘱　　託 そ の 他15～24歳 31,700 2,900 23,300 1,400 1,600 100 2,40025～34歳 31,200 11,400 8,500 2,300 6,900 600 1,500
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37.3%37.3%37.3%37.3%

32.2%32.2%32.2%32.2%

32.9%32.9%32.9%32.9%

36.6%36.6%36.6%36.6%

60.4%

65.7%

63.7%

60.7%

その他, 2.2%

その他, 1.9%

その他, 3.1%

その他, 2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

奈良

全国

大阪

京都

15～24歳の『学生を除く有業者』の雇用形態（奈良県・全国）

出典：H24就業構造基本調査

○「学生の有業者の全てが非正規雇用者である」と仮定し、有業者から学生を除いた場合の雇用形態別有業者

割合を算出。

○奈良県の『学生を除く有業者』に占める非正規雇用者の割合は全国よりも5％程度高い。有業者にしめる学生

の割合が高い京都府も同様の比率になっている。

非正規雇用者の割合＝（非正規雇用者数－学生有業者数）÷（有業者数－学生有業者数）

正規雇用者の割合＝正規雇用者数÷（有業者数－学生有業者数）

その他の割合＝（有業者数－正規雇用者数－非正規雇用者数）÷（有業者数－学生有業者数）
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２５～３４歳
28.6%28.9%0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%

富山福井大分岐阜神奈川山口長野滋賀愛媛愛知石川広島新潟三重香川徳島兵庫東京静岡島根埼玉秋田福島長崎全国佐賀栃木奈良鳥取岡山山形和歌山宮崎茨城千葉山梨群馬大阪熊本高知鹿児島宮城京都福岡北海道青森岩手沖縄

○「学生の有業者を全て非正規雇用者である」と仮定し、全雇用者に占める『学生ではない非正規雇用者』の割合を算出。

○奈良県の、全雇用者に占める『学生ではない非正規雇用者』の割合は全国と同程度となっている。

→25～34歳の非正規率と類似。

○奈良県の15～24歳全体での非正規率が高く（59.4%全国3位）なるのは、学生の有業者が多いことが要因。

（15～24歳の有業者にしめる学生の割合は、奈良県は33.9％、全国は25.2％）

15～24歳雇用者に占める『学生ではない非正規雇用者』の割合

出典：H24就業構造基本調査

（非正規雇用者数－学生有業者数）÷雇用者数
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(参考)２５～３４歳非正規率


